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 本稿では，南海トラフ巨大地震において強震動の作用と津波の早期来襲が予想されている高知県南国市

の沿岸域において高密度地震観測(計51地点)を臨時実施し，得られた観測記録を用いてサイト増幅特性を

広域かつ高密度に評価した結果について報告する．その際，臨時地震観測を比較的短期間で済ませること，

およびサイト増幅特性の評価精度を確保することを目的として，沿岸域周辺の既存強震観測点の近傍にお

いても臨時地震観測を同時実施した．評価した沿岸域におけるサイト増幅特性は今後の強震動予測への利

活用が可能であるとともに，提示したサイト増幅特性の評価プロセスは他地域への応用が期待できる． 
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1.  はじめに 

 

 2011年東北地方太平洋沖地震(MW9.0)の発生を受け，

南海トラフにおいても，同程度の巨大地震(南海トラフ

巨大地震と呼ぶ)を想定した強震動や津波の評価がそれ

ぞれ行われている．この点に関して，中嶋・岡田1)は，

高知県南国市の津波来襲予測地域(以後，対象地域と呼

ぶ：図-1参照)において，強震動と巨大津波の複合災害

を想定した人的被害の推定手法を提案している．その提

案手法において，予測される強震動の作用が津波避難に

及ぼす影響に関する検討2)は，重要な検討項目の一つで

ある．一般的に，強震動を予測する際，対象地点の地震

動の特性は震源特性・伝播経路特性・サイト増幅特性の

三つの要素からなると考える．この三つの要素の中でサ

イト増幅特性は，大規模地震の諸量に依存せず，対象と

する地点における固有の地盤特性であると考えられ，十

分な調査・観測などを行うことで，強震動の予測精度の

向上が期待できる要素3),4)である． 

 サイト増幅特性を精度良く評価するための手法の一つ

として，臨時地震観測に基づく手法5)が挙げられる．当

該手法は，サイト増幅特性の高精度評価が期待できる反

面，臨時観測期間が中小地震の発生状況に大きく依存す

るため，大規模地震後の余震観測を除いて，一般的に評

価に至るまで長期間に及ぶことも少なくない．さらに，

臨時地震観測に基づく手法は，スペクトルインバージョ

ンに基づく手法6)とスペクトル比に基づく手法7)に大別で

きる．前者の手法を仮に採用した場合には，比較的規模

の大きな地震による記録が必要不可欠となり，観測期間

が長期に及ぶ可能性が高い．一方で，後者の手法を採用

した場合にも，中小地震による記録が一般に複数必要と

なり，観測期間が長期に及ぶ可能性を有している． 

 上述した背景を踏まえ，本稿では，短期間の臨時地震

観測によって得られた記録に基づき，サイト増幅特性を

精度良く評価することを試みた結果について報告する．

具体的には，対象地域内(計51地点)ならびに周辺の既存

強震観測点の近く(計2地点)において臨時地震観測をそ

れぞれ実施した．そして，得られた地震観測記録に対し

てスペクトル比に基づく手法を適用することで，対象地

域内に広域かつ高密度に設けた臨時観測点(51地点)ごと

のサイト増幅特性を評価し，その適用性を確認した． 



 

 

2.  高密度臨時地震観測 

 

図-2 および図-3 に対象地域(津波来襲予想地域 8))およ

び南国市役所周辺(津波非来襲予想地域 8))に設けた臨時

地震観測点(地震アレー観測地点)の分布を示す．図-2お

よび図-3 に示すように，対象地域内に計 51 地点の臨時

地震観測点を設けた．さらに，1.で述べたとおり，短期

間でサイト増幅特性を比較的精度良く評価することを試

みるため，二つの既存強震観測点(K-NET 土佐山田 9)と

南国市役所 10))の周辺にも臨時地震観測点を設けた．ア

レー観測の期間は，[イ]2015年 8月 17日～8月 30日の

約 14日間(対象地域内の 20地点：図-2 参照)，[ロ]2015

年 8月 30日～9月 13日の約 15日間(対象地域内の 31地

点：図-2参照)，[ハ]2015年 8月 17日～9月 13日の約 28

日間(K-NET 土佐山田(図-1 参照)周辺および南国市役所

(図-1および図-2参照)周辺)である． 

ここに，同時観測(アレー観測)を採用したのは，観測

地点で得られる同じ地震記録を用いて，サイト増幅特性

を評価(3.で後述)することで，観測点間のサイト増幅特

性の差異を直接的に評価するためである．地震観測シス

テムは，既往研究 11)を参考に構築した．具体的には，地

震計は加速度計(一体型微動探査兼地震計機器 12)もしく

はボアホール型地震計 13))を採用し，データロガーは白

山工業(株)製 LS-7000XTを共通採用した．また，観測条

件として，サンプリング周波数は 100Hz，観測方向は三

成分(N-S, E-W, U-D方向)とし，トリガー加速度レベルは

設定せずに常時観測を継続するシステムを採用した． 

その結果，日向灘を震源とする地震(2015/08/26 07:51 30 

km MJ5.2：EQ-1(図-1 参照)と以後呼ぶ)による観測記録

が対象地域内 20 地点(図-2 参照)と K-NET 土佐山田周

辺・南国市役所周辺の計 22 地点で同時に得られた．一

方で，四国沖を震源とする地震(2015/09/02 16:07 34km MJ 

4.5：EQ-2(図-1 参照)と以後呼ぶ)による観測記録が対象

地域内 31地点(図-2参照)と K-NET土佐山田周辺・南国

市役所周辺の計 33 地点で同時に得られた．なお，既存

強震観測点(K-NET 土佐山田・南国市役所)では，EQ-1

およびEQ-2による観測記録が残されていない． 

 

 

3.  サイト増幅特性の評価 

 

 図-4は，対象地域内に広域かつ高密度に設けた臨時地

震観測点(P-01～51：図-2参照)ごとのサイト増幅特性，

スペクトルインバージョンに基づく手法により評価され

た既存のK-NET土佐山田におけるサイト増幅特性14)，お

よびスペクトル比に基づく手法により評価された既存の

南国市役所におけるサイト増幅特性15)を重ね合せたもの

である．ここに，本稿でのサイト増幅特性は，いずれも

地震基盤～地表相当の地盤震動特性を表している．対象

地域内におけるサイト増幅特性は，二つの臨時観測点

(P-01～51とK-NET土佐山田周辺)で同時に得られたEQ-1

もしくはEQ-2による観測記録に基づいて評価した．具

体的には，同時観測記録を対象に，距離の違いによる補

正16),17)の違いを考慮したフーリエスペクトルの比率(P-01

～51／K-NET土佐山田周辺：図-5参照)を計算し，この 
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図-1 南国市沿岸域とその周辺観測点で得られた地震イベント 
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図-2 臨時地震観測点の分布(地形図に加筆) 
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図-3 臨時地震観測点の分布(津波浸水予想図 8)に加筆) 



 

 

比率をK-NET土佐山田における既存のサイト増幅特性に

掛け合わせることによって評価した． 

 図-4に示すように，サイト増幅特性の特徴の一つとし

てピーク周波数が概ね3～4Hz付近および6～7Hz付近に

それぞれあるものの，スペクトル形状などの他の特徴は

臨時地震観測点ごとに大きく異なっており，対象地域に

おける地盤震動特性は一様であるとは言い難い．これは，

南海トラフ巨大地震時において対象地域に作用する強震

動の特性にも大きな違いが生じる可能性が高いことを示

唆するものである． 

 ここに，上記で評価した対象地域内(P-01～51)のサイ

ト増幅特性に関する適用性について考察を行う．図-6は，

観測地震動により算定されたフーリエスペクトルの比率

(南国市役所／K-NET土佐山田)を，[A]2011～2015年の

地震(ただし，EQ-1およびEQ-2を含まない)による数多

く記録に基づく既存強震観測点同士のケース(Case_A)，

[B]EQ-1による記録に基づく臨時地震観測点同士のケー

ス(Case_B)，[C]EQ-2による記録に基づく臨時地震観

測点同士のケース(Case_C)についてそれぞれ比較を行

ったものである．図-6に示すように，Case_Aのスペク

トル比(平均)に対してCase_BおよびCase_Cのスペクト

ル比は，表示周波数帯域(0.2～10Hz)において比較的良

い一致を示している．これらの一致度は，対象地域にお

ける臨時地震観測点同士((P-01～51とK-NET土佐山田周

辺)のスペクトル比(図-5参照)に関する適用性を示唆す

るものである．すなわち，Case_Aのように複数の地震

による観測記録に基づいてスペクトル比(サイト増幅特

性)を評価することが本来望ましいが，現地での観測条

件などの都合上，Case_BやCase_Cのように一つの地震

による観測記録に基づいてスペクトル比(サイト増幅特

性)を評価する場合には，既存強震観測点でこれまでに

数多く得られている記録に基づいて算定された平均的な

スペクトル比に対する類似性を予め確認することで，比

較的短期間の臨時地震観測によってサイト増幅特性が一

定の精度により評価可能になると考えられる．その際，

二つ以上の既存強震観測点(ともに対象とする地域・地

点の周辺に位置)において同時に得られた記録が必要と

なるが，K-NET/KiK-net観測点9)以外の強震観測点18)で得

られた中小地震による記録は一般的に早期公開されない

ため，本稿のように既存強震観測点の周辺に臨時地震観

測点を設けることが有効である． 

 

 

4.  サイト増幅特性の特徴 

 

図-7は，サイト増幅特性の指標の一つであるSAF(Site 

Amplification Factor)値19)を，対象地域内の計51地点(P-01 
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～51)についてプロットしたものである．SAF値は，サ

イト増幅特性の二深度間(基準地盤Bと地震動推定深度

G)における比率の常用対数をとり，所定の周波数範囲

内において積分した値であり，既往のDGS値20)を参考に

次式で表される． 

 
  f
fB

fG
SAF 








  log              (1) 

ここに，B(f)は任意の周波数帯における地震基盤でのサ

イト増幅特性の値(=1(固定値))，およびG(f)は任意の周

波数帯における地盤地表面でのサイト増幅特性の値であ

る．本検討では，積分区間となる周波数範囲として，強

震動作用中の避難困難時間に比較的大きな影響を及ぼす

周波数帯域21)の区間(0.3－2Hz)を採用した． 

 図-7に示すように，対象地域内におけるSAF値の分布

が一様とはなっておらず，対象地域西側よりも東側のほ

うがSAF値が比較的大きな値を示す傾向があり，高知空

港南側ではSAF値が特に大きな値を示している． 

 図-8，図-9，図-10，図-11は，①国土地理院旧地形図，

②産総研地質図22)，③国交省表層地質図23)，④国交省地

形分類図23)による区分に対して，対象地域に設けた51地

点に及ぶ臨時地震観測点の位置情報(P-01～51：図-2参 
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図-7 対象地域内におけるSAF値の比較 
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図-8 臨時地震観測点の分布(旧地形図に加筆) 

 

照)を同じ図郭上で重ね合せたものである．図-7と図-8

～図-11を比較すると，各種分類図(図-8～図-11参照)の

中で，評価したサイト増幅特性(図-7参照)に対して明ら

かな関係性を示すものを読み取ることはできない．すな

わち，既存資料に基づいた机上検討だけでは，対象地域

での地盤震動特性に関するゾーニングなどが非常に困難

であることを裏付ける結果が得られた． 
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図-9 臨時地震観測点の分布(産総研地質図22)に加筆) 

0 1 km

N

砂・粘土および礫 礫・砂および粘土

礫まじり砂 砂岩泥岩互層

泥質岩 石灰岩

 

図-10 臨時地震観測点の分布(表層地質図23)に加筆) 
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図-11 臨時地震観測点の分布(地形分類図23)に加筆) 



 

 

5.  まとめ 

 

 本稿では，南海トラフ巨大地震時に津波の早期来襲が

予想されている高知県南国市の沿岸域において臨時地震

観測を広域かつ高密度に行い，得られた結果に基づいて

当該地域におけるサイト増幅特性を評価した．得られた

知見を以下に示す． 

(1) 中嶋・岡田(2015)によって地震動と津波の複合災害

を考慮した人的被害の推定が行われている南国市の

沿岸域では，臨時地震観測(計51地点)により得られ

た記録に基づいて評価したサイト増幅特性(特にス

ペクトル形状)に有意な差異が確認できる． 

(2) 沿岸域におけるサイト増幅特性(地震基盤～地表)は，

地形や地質による机上分類に対して，明らかな関係

性を見出すことはできない． 

一方で，短期間の臨時地震観測によって得られた記録

に基づいてサイト増幅特性を一定の精度で評価するため

の方策を，以下に整理して述べる． 

(3) 対象とする地点の周辺に位置する複数の既存強震観

測点を選定し，対象とする地点と選定観測点の近く

においてそれぞれ臨時地震観測を開始する． 

(4) 上記(3)で選定した複数の強震観測点同士でこれまで

に(臨時地震観測の実施前までに)得られている数多

くの観測地震動に対してスペクトル比を各々計算す

るとともに，その平均を算定する． 

(5) 上記(3)において得られた観測地震動に対する選定観

測点(もしくは選定観測点近く)でのスペクトル比を，

中小地震が発生する度に計算する． 

(6) 上記(4)の平均スペクトル比に対する上記(5)のスペク

トル比の比較を行い，類似性を確認する．仮に，類

似性が確認できた場合には上記(3)の臨時地震観測を

終了し，類似性が確認できなかった場合には上記(3)

の臨時地震観測を継続する． 

(7) 上記(6)において類似性が確認できるきっかけとなっ

た地震イベントにおける対象とする地点でのスペク

トル比(対象とする地点／選定観測点(もしくは選定

観測点近く))を計算し，これに選定観測点における

既存のサイト増幅特性を掛け合せることによって，

対象とする地点におけるサイト増幅特性を評価する． 

 上記の一連の手順を踏むことによって，対象とする地

点におけるサイト増幅特性の評価に関して短期間化を図

ることができる．さらに，数多くの臨時地震観測点を同

時に設けることで，サイト増幅特性の評価に関する高密

度化や広域化などを図ることも期待できる．今後は，南

国市以外の地域を対象に，同様のアプローチを採用する

ことで適用事例を増やしていきたいと考えている． 
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EVALUATION OF SITE AMPLIFICATION FACTORS 

WITH VERY HIGH DENSITY AND WIDE AREA 
IN COASTAL NANGOKU CITY, KOCHI PREFECTURE, JAPAN, 

BASED ON TEMPORARY SEISMIC OBSERVATION WITH SHORT PERIOD 
 

Yoshiya HATA, Tadayoshi NAKASHIMA, Yutaro OKAWA and Masaki YAMAUCHI 
 

   In order to evaluate site amplification factor with high accuracy, seismic observation at a site of interest 
is very important. In general, however, obtainment of the observation records takes long periods. Thus, 
we approached the evaluation of site amplification factors at 51 sites in coastal area, Nangoku City, Japan, 
based on the temporary seismic observation with short period. The proposed workframe in this study will 
be useful for evaluation of site amplification factor with high accuracy and short period. The evaluated 
site amplification factors in the coastal area can also contribute to future estimation for strong motion. 


